















かし、2015 年 3月の決算では、連結最終損益は、マイナス 2,223 億円まで転落し、連結営業損益に
おいてもマイナス 480億円となり、巨額の赤字を抱えることになった。さらに、翌年にも状況は深





























をみるための参考として 2005 年、2006 年のデータも表 1に追加している。
　まず売上高の推移についてみてみよう。表 1によると、シャープの 2005 年から 2008 年の売上






2009 年の有価証券報告書を確認すると、売上高の減少は 2008 年 9月に発生したリーマンショック
に起因する世界的な金融市場の混乱、急激な円高の進行や株式市場の下落、消費の低迷による影響
であると指摘されている。その後、需要が低調のなかで、2010 年 3月期にも回復の兆しが見られず、





増）された。しかしその後、2012 年から 2016 年にかけては、売上高が一定せず、不安定な推移を
している。
　次に利益項目（売上総利益、営業利益、経常利益、当期純利益）のうち、売上総利益についてみ
てみよう。グラフ 1によると、売上総利益についても売上高に連動する形で 2005 年から 2008 年
にかけて順調な増加傾向をみせている。しかし、2008 年にピークに達したあと、2009 年から 2013





2005 年から 2007 年にかけて、それぞれ 1,510 億円、1,637 億円と 1,865 億円となっており、3年連
続の増加となっている。しかし、2008 年においては、売上高と売上総利益がこれまでもっとも高
い金額に達したにもかかわらず、営業利益は若干の減少を示し、1,836 億円となったものの好調な
数値であった。だが、翌年の 2009 年は 554 億円の営業損失を計上し、一気に赤字の状態に陥った。
その後、2010 年、2011 年は 2年連続の回復があったが、2012 年、2013 年は再び下落となっている。
その後、2014 年に一度かなりの回復をみせ黒字に転じたが、その後は、2015 年はマイナス 480億円、
2016 年にはマイナス 1,619 億円と、2年連続の営業損失となっている。
　さらに、本業と財務等の業績を併せた経常利益についてみていこう。グラフ 1をみてみると、全
体的に経常利益と営業利益はほぼ同様な動きをしている。表 4の損益指標の推移を確認すると、経
常利益は 2005 年から 2007 年まで増加しているが、2008 年は 2007 年よりやや減少して、1,683 億
円となっている。しかし、2009 年は急激な下落があって、最終的に営業損失は 554 億円で、経常
損失は824億円となっている。2010年と2011年においては、営業利益と経常利益は回復傾向にあっ
たが、2012 年においては、375 億円の営業損失と 654 億円の経常損失をそれぞれ計上した。2013
年は営業損失 1,462 億円と 2,064 億円の経常損失となり、その後も 2016 年 3月期まで、2014 年 3
月期を除き、2期連続の営業損失となっており、2016 年は 1,619 億円の営業損失と 1,924 億円の経
常損失を計上している。
　当期純利益については、グラフ 1から利益項目（売上総利益、営業利益、経常利益および当期純
利益）はほぼ同様な動きをみせていることが確認できた。しかし、2011 年から 2014 年において、
当期純利益の下げ幅がもっとも大きい。2012 年、2013 年においては特に顕著である。これは表 1
のデータからも読み取れる。2012年の当期純損失が3,760億円で、2013年のそれが5,453億円となっ
ている。このように、全体的に、2007 年から 2016 年にかけて、2012 年、2013 年を除いて、2008
年のピークを境に下がる傾向にある。2011年に一度上昇に転じたが、2012年から再び下落に転じた。
　企業の規模を表す資産合計（総資本）の推移（グラフ 2）をみると、シャープは 2011 年から減
少傾向をみせている。特に 2012 年から急激な減少を示している。グラフ 2によると、シャープの
自己資本の動きは資産合計とほぼ同様な傾向を示している。特に 2011 年からは減少の一途を辿っ
ている。そして、2016 年には自己資本がマイナスになるまで落ち込んでいる。具体的なデータを
表 1で確認してみると、 2011 年の自己資本の数値は、１兆 260億円であるのに対して、2012 年は






















































　図 1は鴻海に買収される直前のシャープの 2016 年 3月における構造図を示している。表 36 によ
ると、右側の 1年内に支払期限が到来する流動負債は 1兆 3,748 億円で、資産合計（1兆 5,706 億
円）の全体に占める割合は 87.5％である。固定負債は 2,270 億円で、全体に占める割合は 14.5％で




金化できる流動資産は 9,659 億円で、流動負債の 70.2％しか賄えきれないことがわかる。また、投
下資本の回収が長期におよぶ固定資産が 6,046 億円で、資産合計の 38.4％を示している。自己資本
がマイナスのため、当然固定資産をまったく賄えきれていない状態であることがわかる。
　これに対して、図 2は資産合計、売上高、営業利益および営業キャッシュ・フローの諸項目がもっ
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および資産合計の数値がそれぞれ、1兆 6,426 億円、1兆 4,264 億円と 3兆 732 億円となっている。
資産合計額を 100％として、流動資産と固定資産の占める割合はそれぞれ 53.4％と 46.4％である。
これに対して、右側の流動負債は 1兆 4,313 億円、固定負債は 3,999 億円となっている。負債・純
資産合計を 100％とした場合、流動負債、固定負債が占める割合は 46.6％と 13.0％となり、残りの
自己資本は40.4％になる。流動資産の53.4％は流動負債の46.6％を完全に賄える状態である。ただ、














　表 5の数値をみてみると、2007 年から 2011 年までの自己資本比率は理想値の 50％より低いが、
30％をクリアできており、ほぼ安定している状況にある。しかし、2012 年は、前年度の 35.56％で
あるのに対して 23.94％で、11.62％の下落となっている。その後、2013 年は 5.97％までと急激な下
落をみせている。自己資本比率がもっとも高い 2008 年（40.07％）と比べると 34.10％も低くなっ




がみられる前の 2011 年を基準にして比較してみることにする。2011 年の自己資本額は 1兆 260 億
円であるのに対して、2012年の自己資本額は6,258億円で、2011年の約 60％となっている。さらに、



















　表 5を確認してみると、シャープの 2007 年から 2012 年までの流動比率は、それぞれ 120.61％、
114.75％、109.41％、115.82％、122.20％、102.15％と 100％を超えているが、理想値である 200％











　表 5によると、シャープの 2007 年から 2016 年までの当座比率のうち、もっとも高いのは 2007
年の 73.38％で、もっとも低いのは 2013 年の 36.64％である。過去 10年間のデータを通してみる
と、いずれの年度の当座比率も 100％を下回っている。特に 2012 年（40.71％）、2013 年（36.64％）、
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どれくらい借金せずに自己資本によって賄っているかを表す指標である。
　表 5のシャープの固定比率の数値をみてみると、2007 年から 2016 年までの 10年間において、
すべての比率が 100％以上超えている。2011 年と 2014 年を除いて全体的に上がる一方となってい



















　表 5のシャープの固定長期適合率の推移をみてみると、分析期間において、2007 年から 2012




























　表 6のシャープの過去 10年間の数値をみてみると、分析期間の 2007 年から 2016 年において、
2009 年（－4.36％）、2012 年（－13.67％）、2013 年（－23.19％）、2015 年（－10.73％）、2016 年
（－ 14.49％）の総資本利益率はいずれもマイナスの値となっている。総資本利益率の分子に使われ
ている当期純利益は経常利益に特別利益と特別損失を加算・減算して、税金を控除した後の企業の
可処分利益である。総資本利益率がもっとも高いのは 2007 年の 3.67％で、もっとも低いのは 2016












10年間のうち、2009 年、2012 年、2013 年、2015 年および 2016 年においてマイナスとなっている。
そのため、自己資本利益率も必然的に上記の 5年間においてマイナスとなっている。
　また、安全性分析においてもすでにみてきたように、シャープの自己資本比率は 2012 年から下
落している（表 5を参照する）。特に、2013 年から急激な下落をみせている。2016 年（－2.74％）
を除いて 2013 年、2014 年と 2015 年の自己資本比率はそれぞれ 5.97％、8.95％と 1.54％である。言
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　表 4の損益指標の推移をみると、2007 年の売上高は 3兆 1,277 億円であり、売上総利益は 7,131
億円である。2008 年の売上高と売上総利益はそれぞれ 3兆 4,177 億円と 7,550 億円である。表 6を
確認すると、2007 年および 2008 年の売上高売上総利益率はそれぞれ 22.8％と 22.09％であり、い
ずれも 22％を超えている。これらによると、2007 年と 2008 年は売上高に相応する売上総利益が
獲得でき、高い利益率が実現できたといえる。
　その後、2009 年の売上高売上総利益率は 15.97％まで下落した。2010 年は 2009 年の 15.97％か
ら 19.1％へと 3.13％の好転に現れている。その後、2011 年から 2013 年にかけて連続 3年間下落し
ていた。2013 年は 2007 年の半分以下（22.8％から 10.51％）の下落をしている。2014 年は 18.13％




い 2016 年をみてみると、売上高売上原価率が 90.52％となっている。これに対して、売上高がもっ
とも高い 2008 年では、売上高売上原価率が 77.91％である。2008 年と比較すると、2016 年の売上
高売上原価率は約 13％も上がっている。表 3の売上高売上原価率をみてみると、全体的にシャー





　表 6からシャープの過去 10年間の売上高営業利益率を確認することができる。2007 年、2008
年の売上高営業利益率はそれぞれ 5.96％と 5.37％である。一般的に売上高営業利益率は 5％が目
安となっている。その意味ではシャープの 2007 年と 2008 年の売上高営業利益率は目安値をクリ
アできており、高い売上高営業利益率を確保できているといえる。しかし、2009 年（－1.94％）、





































　表 6からシャープの過去 10年間の売上高当期純利益率の推移を確認することができる。2007 年
と 2008 年はそれぞれ 3.67％と 2.98％となっている。2010 年（0.15％）、2011 年（0.64％）、2014 年
（0.39％）は非常に低い利益率となっているが、プラスとなっていることが確認できた。しかし、
－ 68 －
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れとほぼ一致しているが、2011 年から 2014 年は下げ幅が大きくなっている。表 6の売上高経常利
益率と売上高当期純利益率を比較してみると、両者の差が非常に大きいことがわかる。特に2012年、








　表 6のシャープの総資本回転率を確認すると、2007 年から 2013 年までの回転率は 1.13 回になっ
たり、0.99 回になったり、0.89 回になったり、多少の上がり下がりをみせているが、ほぼ 1回前後
で推移していることがわかる。総資本回転率が 1回ということは、シャープの 1年間で獲得した売
上高と保有している資産合計の金額が等しいことを意味する。しかし、2014 年から 2016 年までの


















































　2016年 6月 24日に、東京証券所はシャープを東証第 1部から第 2部に指定替すると発表した 12。
同年の 8月にシャープが鴻海によって買収された。鴻海の出資によって、シャープが 3月末に陥っ
た債務超過の解消ができ、9月末の自己資本は2,548億円まで回復した13。2016年11月1日に、シャー
プは 2017 年 3月期の連結最終損益が 418億円の赤字（前期は 2,599 億円の赤字）で、営業損益が
－ 70 －
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12 日本経済新聞、2016 年 6 月 24 日朝刊。
13 日本経済新聞、2016 年 11 月 2 日朝刊。
14 日本経済新聞、2016 年 11 月 2 日朝刊。
15 日本経済新聞、2016 年 8 月 24 日朝刊。
16 日本経済新聞、2016 年 10 月 30 日朝刊。













建を望んでいる 15。シャープの戴正呉社長は、2018 年に東証 1部への復帰のため、収益基盤の安









日本経済新聞、2016 年 3月 26日朝刊。
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